
『社会科学ジャーナル』 37 [199 副
Th< Jou mo/ of So,<0/ S"'"" 37 〔1998)

F
R院
upわ
4
1
1

アメリカ大統領選挙の投票率はなぜ低いか

ーマス・メディアと政治の観点からの紹介と考察ー

藤 健近

はじめに

60 年代以降，アメリカが経験してきた大きな政治変動のその重要な要因の

ーっとして，通信技術革新によるマス・メディアの発達，特にテレビ・メデイ

7の発達が指摘できる。それが政治過程，特に選挙過程に多大の影響を与え

たことは，すでに 1970 年代初めにワシントン・ポスト紙の政治記者 David

テレピほどアメBroder が『この 20 年間に，他のいかなる要因にもまして，

リカ政治を変えたものはないJ＂＇と指摘したごとく，すでに多く論じられて

いる。テレビ・メディアの発達は，大統領選挙を政党中心から候補者中心へ

と変容し，没価値的な政治コンサルタントの台頭をもたらし，政党衰退の要

因のーっとなり，またテレビ選挙は予備選挙の拡散を生みかつ選挙資金（テ

レピ政治広告費用）の急増を招いた結果，献金を通じての特殊利益団体の政

さらには the Plebiscitary Presidency 山を治過程への影響力増大をもたらし，

生んだ。

この 60 年代以降の選挙過程の変動のなかで，代議制民主政治にとって看

過しえない政治現象が生じている。それは， 1960 年選挙の62.8% を頂点とし

（グラフ参照）。いちばん最た大統領選挙の投票率の持続的低下傾向である

近の 1996 年選挙では，ついに 50% を切り， 48.8% であった。 20 世紀では，そ

れまでの最低であった 1924 年の48.9% を下回った。この低率の度合いは，他

の先進民主主義国の同様の選挙における投票率と比較すると，より鮮明とな

（表1参照）。

ところで，投票率低下は問題とする価値があるのだろうか。周知のよう

る
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出典米政府国勢調査局

に，投票率の低さはたいした問題ではないとの説がある。いわゆるエリート

民主主義論に連なる見解で，政治的に無知な人々の過剰な投票参加は政治の

安定を脅かす，ドイツのワイマール共和国末期のナチス台頭のような現象を

引き起こしかねないとする。マスの棄権は紛争や対立を減じ，エリート指導

者に行動の幅を与えるとの見解である。

他方，いや，これはアメリカの政治と社会にとって由々しき問題であると

の見解がある。 1996 年のアメリカ政治学会でA 田nd Lijphart は，その会長演

説で民主主義国における政治参加と低投票率の問題を取り上げ，オーストラ

リアやベルギーなどが採用している「投票義務制 compulsory voting Jの導

入を提唱したほどである0(3) 50% 内外という低投票率は，第一に，選ばれた

政治指導者の正統性，つまり「人民の合意J による統治という代議制民主主

義の根幹にかかわる問題を提起する。第二に，政治参加の不平等性である。

アメリカの場合，棄権が特に低所得層や黒人など少数派の聞で高いことか

ら，こうした人々の意思，政策選考が政策決定に反映されず，社会の階級対
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立，疎外をうみ，アメリカを分裂に追い込む危険がないか，という指摘があ

る。さらに，恒常的な低投票率は，現在ではマイノリティとか低所得層のみ

の問題ではをくなっており，多くの市民と政策決定者との結び付きの弱まり

を意味し，市民が政治に背を向ける病理的な政治社会を生む結果となるとも

いわれる。ここでは，後者の立場から議論をすすめる。

表 1. 20 カ国の平均投票率 1980 ～89 

ベルギー 94% イスラエル 79% 

オーストリア 92 ギリシャ 78 

オーストラリア 90 フィンランド 74 

ニュージーランド 89 イギリス 74 

スウェーテ’ン 88 アイ Jレランド 73 

西ドイツ 87 カナダ 72 

テPンマーク 86 フランス 70 

イタリア 84 日本 68 

オランダ 84 アメリカ 53 

ノルウエ｝ 83 スイス 49 

出典.Teixeira, Ruy A , The Disappearing American 11< フter. Washington 

DC: Brookings Institution 1992 p.8 

それでは，なぜ，低いのか。考えられるさまざまな要因のうち，アメリカ

の政治を変えたテレビ・メディアの発達と何らかの関係があるのではないだ

ろうか。アメリカは，マス メディ 7 がもっとも発達している国であるが，

なかでも情報伝達媒体としてのテレピの遍在性と中心性は，極めて高い。加

えて，選挙運動に関する法的規制がもっともゆるやかな国でもある。この状

況をふまえ，アメリカにおける最近の政治コミュニケーションの研究のなか
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で，メディア活動と投票率低下との関係に注目する研究が目立っている。

この小論は，そうした研究を検討，綜合する形で，アメリカにおけるマス

メディア，政治不信，低投票率の関係を考察し，さらに代議制民主主義の問

題をも問うものである。

1 .問題の所在

投票率を左右する要因については，政治参加・投票行動の研究ですでに多

く論じられているが，それをまとめると，ミクロ的条件である社会・経済的

心理的要因とマクロ的条件の制度的要因の二つに分けられよう。叫

社会・経済的心理的要因としては，まず政治的有効感覚 political efficacy が

挙げられる。「自分の意見や投票は政治や政策に影響がない」，「政治家たち

は私のような人々が何を考えているかに関心がない」と考える度合いが高い

ほど，投票に行かない率が高い。つまり，有効感覚の低さ，言い換えれば，

政治的無力感と棄権とは強い相関関係があることがわかっている。また，ど

の先進工業民主主義国でも，教育水準・所得水準が相対的に低い人ほど棄権

率が高いということも明らかになっている。政治情報の欠如，つまり政治的

無知が棄権の原因とも指摘されている。さらに，政党への帰属感・忠誠心が

強いほど，投票に行く傾向が高い。

制度的要因として，まず指摘されるのは，投票制度であろう。オーストラ

リアなどにみられる投票義務制の固では，当然，投票率は高いL，有権者年

齢に達すれば自動的に投票権が登録される国（例えば日本）では，投票率の

相対的高さを期待できる。逆に，アメリカのように自発的有権者登録制度

（有権者年齢に達しても，自ら有権者登録をしないと投票権は得られない）

だと，有権者人口にたいする投票率は相対的に低くなると予測出来る。次

に，二大政党制（選択の幅が狭く競争が限定）か多党制（選択の幅広く競争

激しい）か，小選挙区制（死票の多さによる投票意欲減退）か比例代表制か，
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政党組織の強弱（動員力，忠誠度），選挙の数と頻度，など政党システム，選

挙制度は投票率に大きく関係する。また，投票年齢引き下げ（世界的に若年

層ほど投票率は低い）も要因の一つである。

このほか，個々の選挙における特殊事情が，当然，考えられる。それを列

挙すれば（I）最初から優劣がはっきり予測できる選挙ο）候補者に魅力を欠く
(3 ）二大政党間で政策に差異がなく投票意欲をかきたてる争点がない，なとをで

ある。

さて，これらの要因をアメリカに当てはめてみると，いくつかの謎がでて

くる。 G Bingham Powell Jr. の 1970 ～80 年代を対象とした投票率に関する

西欧民主主義国間の比較研究によると凹アメリカ人は，「政治的有効感覚J

「政治的関心」「政治議論への参加度」 f選挙運動への参加」では， 8カ国中

第一位である。また，アメリカ人の教育水準，所得水準は第二次大戦後全般

的に上昇し，先進民主主義国と比べて相対的に高いし，ホワイト・カラー人

口も他の西欧諸国よりも多い。つまり，社会・経済的心理的要因に照らすと，

アメリカの投票率は現状よりもっと高くなければならないことになる。ま

た， RuyA. Teixeira によると，アメリカでは 1960 年以降，教育・所得水準が

低い層だけではなく，高い層でも同じ程度に投票率が下がっているという。帥

こうなると，アメリカの低投票率の容疑者探しは，制度的・法的環境にむ

けられざるをえない。この制度的・法的環境については，力点の置き方によ

る二つの見解がある。一つは，アメリカの政党の性格，二大政党制など政党

システムを重視する立場と，もう一つは，特に自発的登録制度を中心とした

選挙権に関する法律的・制度的障害を重視する立場である。後者を重視する

人々による試算だと，政府による自動登録制度に変えると，投票率は， B～

15 ポイント上昇するという。伺

世紀転換期の革新運動の政治改草のーっとして導入されたこの自発的登録

制度の運用は，言うまでもなく，州の権限であった。 1964 ～ 65 年連邦公民
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権法が制定されるまでの南部では，黒人や低所得層の投票参加を妨げるため

に，人頭税，識字テストなどを課してきたことは，周知のことである。その

ほか，登録受け付け場所・時間の限定，登録締切り日を早〈設定したり，一

回の登録による恒久登録ではなく定期的登録を求める，といった登録抑制措

置が各州まちまちにとられてきた。こうした措置の改正を求めて，公民権法

以後，人頭税廃止の憲法修正を含めてさまざまな試みがなされてきたL，開

1993 年に成立したいわゆる Motor Voter Act （正式には， the National Voter 

Regis 回 tion Act ）は，自動車免許交付機関，年金手続きなどの窓口である社

会保険事務所など，アメリカ人の大多数が足を運ぶ場所で有権者登録を受け

付けるよう州に義務づけ，また郵便による登録の推進など，有権者登録を容

易にするねらいを持つものであった。

従って，自発的登録制は維持されたままであるとはいえ，投票率の下降が

始まった 60 年代以降は，投票をめぐる法的・制度的環境の改善が進んだ時

代であり， Moter Voter Act 発効後の初の大統領選挙である 1996 年には，理

論的には，投票率が前回よりも上がってしかるべきであった。現に，この年

の登録有権者数は， 5日目万人の純増であった仰にもかかわらず，投票率は50

%を割った。この低投票率の一因は，世論調査がはっきり示していたよう

に，クリントン勝利が当初からわかっていたため有権者の投票意欲が沸かな

かったことにあるといえる。とはいえ， 1984 年選挙でもレーガン再選がはっ

きりしていたが，投票率は 53.3% で前回より 0.4 ポイント上がっている。ま

た， 1992 年の投票率が前回より上昇したのは，ロス・ベローの第三党運動が

二大政党に飽きたらない有権者の関心を高めた効果といえようJ叫

このように，自発的登録制度は有力容疑者の一人であるとしても，投票率

を左右する要因は複雑であって，どれが決定的とはいいがたい。そこに新た

に有力な容疑者の一人として浮かひF上がってきたのが，マス・メディア，特

にテレビである。理由は，選挙を含む政治問題・公共問題に関する有権者の

・-・ 
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主たる情報源としてのテレピの存在，および，テレピ中心に選挙が展開され

ている現実である。そして，これは， 196 日年代以降の現象であり，アメリカ

社会におけるテレピの中心的地位への上昇傾向と投票率の下降傾向とは時系

的に符合する。ここから，公共問題に関するテレピの報道内容・報道の仕方

が，有権者の投票行動に影響を与えているのではないか，与えているとすれ

ば棄権の増大にも関係しているのではないかとの仮説が生まれる。

2. 政治情報源としてのテレビの中心性

大統領候補を指名する党全国大会がテレピで初めて全国中継されたのは，

1952 年の共和党大会であった。それ以前になかったわけではない。 1940 年

には，NBCが7ィラデル7イアで行われた共和党大会の一部を幾つかの放送

局に流したし， 1948 年にはテレピは二大政党の全国大会を完全中継したが，

テレピ・セットを持つ家庭はまだ少数で，また技術的に電波の到達は東部に

限られていた。それが， 1952 年には，テレビ・セットの普及と技術革新で全

国中継が可能になったのである。これ以降，アメリカの政治過程とくに選挙

過程は構造的変化を経験する。川

1950 年のテレピ普及率は，世帯当たりでわずか9% だった。それが， 1960

年になると 87.5% と急成長， 1970 年 98.6%, 1980 年には 99% と飽和状態に

達した。そして，一世帯当たりのテレビ視聴時間は 日平均で， 1960 年5.1

時間， 1970 年5.9 時間， 1980 年6.6 時間， 1995 年には7時間半になっている。〈問

アメリカ社会におけるテレビの浸透という背景のもとで，大統領選挙情報

に限ってみると，何がその最も重要な情報源かとの聞に，テレピをあげた人

の割合は， 1952 年で36% （ラジオ 32% ，新聞26% ）だったが， 1960 年には

65% （同6%, 25% ）と急上昇している。この傾向は現在でも続いている 0 " "  

ところで，テレビによる選挙情報を初めとするナショナルな政治（公共問

題）情報とは，第一義的にABC,CBS, NBCの三大ネットワークが東部時間
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夕方 7時に 30 分間流す全国ニュースである。このネットワーク・ニュース

の視聴率は 60 ～70 年代には合わせて約90% に達し，その後， 24 時間ニユ｝

ス放送の CNN などケープルテレビの発達でシェアは低下したが， 90 年代

半ばの調査では，成人人口の 14.5% が週日のこの三大ネットワーク・ニュー

スのいずれかを定期的に視ている。〈同

アメリカの有権者にとっての政治情報源としてのネットワーク・ニュース

の重要性は，アメリカのメディア状況からもうかがい知れる。日々政治情報

を送るマス・メディアには，テレビのほか新聞，ラジオがあるが，ナショナ

Jレな媒体はアメリカではテレピだけである。アメリカには日刊新聞が1538 紙

(1994 年現在）あるが，うち約 90% は発行部数が 10 万部以下の新聞である。

100 万部以上の新聞は一位のウオー1レストリート ジャーナJレ（178 万部）

以下， USA ツデー，ニューヨーク・タイムズ，ロサンゼjレス・タイムズの四

紙しかない。アメリカの新聞は本質的に地方紙・地域紙であって，従って，

報道の中心は地域のニュースとなる。地方テレピ局のニュース番組も地域

ニユ｝ス中心である。そして，普通のアメリカ人は，国際ニュース，全国的

政治情報をより多く掲載するニューヨーク・タイムズなどいくつかのクオリ

ティー・ペーパーを，まず読んでいない。つまり，ネットワークのテレピ・

ニュースだけが，伝達範囲においても内容においても「ナショナJレ」な情報

源なのである。(15)

夕方のネットワーク・ニュースがナショナルな政治情報源として，さまざ

まな影響を与えるようになったきっかけは， 1963 年にそのニュース番組が

15 分聞から 30 分間に拡大されたことである。附それまでは，ニュース取材

の制約から，通信社電や主要新聞のニュース記事をカメラの前で読み上げる

しかなく 15 分間で十分だった。それが拡大可能になった背景には，性能の

優れた高速フィルム，カメラの小型化，衛星中継の開始などの技術革新が

あったが，当初は 30 分間を埋めるだけの十分な映像とニュースがあるか不
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安だったという。そこで事実報道にともなった第一線のテレピ記者による解

説を重視するスタイルが生まれた。oη そして，視聴者を惹き付けるためには，

視覚的に魅力あるものにする必要があった。当時の NBC ニュースの社長

だったReuvenFrankは記者に対して『すべてのニュースは ドラマの，フィ

クションの要素を提示すべきである。構造，対立，問題，非難，そしで導入

部と山場と終幕とを持たねばならない』と，指示したという。｛閉また，全国

ニュースである以上， 30 分間を埋めるために首都ワシントンのニュース，つ

まり政治情報の量が飛躍的に増大した。【叫ある調査では，ネットワーク・

ニユースに占める非政治的ニユース（スポーツおよび娯楽ニュース）は，三

局平均して 9% で，あとは政治関係（52% ）と経済および社会ニュースであ

る。（20)

3. 政治不信の増大

このテレピ時代と並行する形で，アメリカの有権者の政治不信が， 60 年代

以降，持続的に高まっている。政治不信の計測は，通常，連邦レベルの選挙

が行われる年に実施されるNational Election Study (NES ）聞のデータにもとづ

いているが，それによると「ワシントンの連邦政府は信頼できるかjとの問

いに対して， 1964 年には「常に信頼出来る」 15% ，「大体において信頼でき

るJ63% で，肯定的答えが合計78% と圧倒的に多かった。それが次第に減り，

逆転して「たまにしか信頼できないjとする否定的答えが66% となったの

は， 1973 年であった。 1980 年は否定的答えが73% に達し，その後 1984 年55

%, 1988 年 58% と多少減ったが，常に信頼出来るは 2～4% である。 1994

年には肯定的答えは25% と再び低下している。また「政治は一部利益のため

に行われているか，それとも国民全体の利益のためにか」との質問には，「全

体の利益」と答えたものが 1964 年には69%, 1973 年は 28%, 1980 年23%,

1988 年33% である。聞この 30 年間に，政治不信つまり政治にたいするシニ
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シズムは劇的に増大している。

一方，「政治家は私のような人々の意見に耳をかきないJ「私のような人々

は政府のやること何の影響も与えられない」といった有効感覚指標について

は，有効感覚度を高，中，低，に分けてみると， 1960 年は高61.7% ，中 22.6

%，低 15.7% だった。それが 1968 年は 44.7. 24.7. 30.6 となり， 1980 年は

34.3, 33.8, 31.8 ，そして 1988 年は29 ム 27.3, 42.8 と有効感覚が急速に失わ

れている。向

では，なぜ， 1960 年代以降に政治的シニシズムが増大したのであろうか。

その原因はもとより複雑であって，さまざまな要因の連鎖反応の結果といわ

ざるをえない。問例えば，建国当初からの権力あるいは中央政府にたいする

絶えざる懐疑心というアメリカの政治文化が基底にあるといえようし，歴史

的状況としては， 60 年代に始まった伝統や権威にたいする価値観の変化，情

報草命とグローハライゼーションによる深遠企経済的社会的変化，問題の複

雑化と政治の官僚化にともなうエリートと大衆との語離，などが指摘できょ

う。より具体的な要因としては，ヴェトナム戦争，ウォーターゲイト事件で

政府が嘘をつき不法行為を行ってきた事実， I政府は問題解決の手段ではな

いロ政府こそが問題なのだ』というレ｝ガジ大統領の言説が象徴するよう

に， 70 年代以降政治家が「反ワシントン」「反（連邦）政府」を訴え政府を

悪者にすることで成功してきた事実，などがあげられよう。さらに，二大政

党が提示する政策の不毛性，過大な期待と可能な政策選考との問のギャップ

なども指摘できょう。

こうした状況を考慮しつつ，この政治不信および政治的無力感の増大が60

年代以降の情報革命の産物の一つであるテレビ時代，政治情報源としてのテ

レピの中心性の時代におきている事実を考えると，それがテレピと無関係

ではあり得ないとの推論が十分に成り立つ。「反ワシントン」の言説は，テ

レビにのって全国に伝播した。
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そして，政治的シニシズムの増大平有効感覚の減少が投票率低下の要因と

すれば，そこにマス・メディアが介在していないのだろうか。また，もしマ

ス・メディアが投票意欲を阻害しているとすれば，それはどのようにしてだ

ろうか。間

4. マス・メディアの介在

一般に，メディァと政治過程との相互作用は（！）テレピなどメディアそれ自

体の行動（2）政治家，圧力団体など政治過程におけるアクターのメディア利

用，の二つの側面から検討できる。具体的に言えば，前者は，メディアの報

道・論評活動（テレピ・ジャーナリズム）が政治過程に与える影響・効果の

問題であり，後者は，政治家や利益団体がその目的達成のためにメディアを

いかに利用するか（テレビキャンベーン）である。ここでは，主として前

者について，相互に関連する（I）否定的（negative ）報道（2）ニュース・7レ｝

ム (3 ）「仮想参加」の三点について，検討することにする。

(1 ）否定的報道

アメリカに限らず，メディアあるいはジャーナリズム批申lの一つに，報

道・論評のネガテイヴ性がある。例えば，西側メディアの第三世界報道は，

クーデデー，テロ，飢餓，天災事故といった負のニユ｝スがほとんどである

という批判である。外国報道はもとより，圏内報道においても否定的ニュー

ス＝負のニユ｝スが優先されるのは，「悪いニュースは良いニュース」とい

う古典的金言にみられるように，メディアの基本的なニユ｝ス価値判断が働

いているからである。そこには，読者，視聴者は負の出来事により関心を示

すという直観と経験則とがある。

ニュース報道に否定性が高いのは，このメディアの伝統的なニユ｝ス価値

観のほかに，現実的に負の事象が多く発生しておりメディアはそれを報道し
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ているに過ぎない側面があることも否めない。さらに，ニュースを意識的に

否定的あるいは批判的な観点から解釈，報道することもその一つの要因で，

情報源に操作されまいとする強い警戒心も働く。特にアメリカでは，ジャー

ナリズムは「権力・政府に対する監視役jという自由主義の理念が政治

ニュースをより批判的に捉える傾向を強めているといえよう。

これに対して，政治コミュニケーション研究の Thomas E. Patterson は，ア

メリカの政治報道特に選挙報道は，ここ 30 年間に，メディアの生来的な否

定的性格あるいは政治に対する「健全な懐疑心jの限度を越えて，シニカ Jレ

なまでに「反政治的 anti politicsJ 報道を続けてきた結果，アメリカ人7 般の

政治不信感／シニシズムを助長してきたと，メディア報道の内容分析に基づ

いて論ずる。凶彼によると，例えば， 1960 年から 1992 年の聞のニュース週

刊誌 Time とNewsweek の大統領選挙に関するカヴァー・ストーリーを調べ

ると， Newsweek の場合， 1960 年選挙ではネガテイヴな見出しは一つも見つ

からないが， 1992 年ではかなり見出しが否定的である。そして両誌の見出し

で肯定的なものよりも否定的なものが上回り始めたのは 1980 年選挙からで

ある。問

1992 年大統領選挙報道では，本番選挙にはいった 9 月以降の報道で，ネッ

トワーク・ニュースの民主党に関する報道の 80% ，共和党関係の 87% は吾

定的あるいは非好意的であり，連邦政府に関するニュースの実に93% が否定

的だった。間そして，否定的ニュースには，さまざまな種類があるが，候補

者はうそをついている、信用できないと示唆するものが特に多いという。

メディアが否定的報道の傾向を70 年代から強めていった理由については，

一般的に，ヴェトナム戦争とウォーターゲイト事件の経験が指摘されてい

る。この二つの出来事は政府がメディアに対して（つまり国民に対して）真

実を隠しうそをつき続けてきたことを暴露したが，そのことは，普通でさえ

「対抗関係」にある政府とプレスとの関係を「敵対関係」に押し上げ，政府
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そして政治家の言うことをすべて疑ってかかる姿勢がメディアに生まれたと

する。

このことは，事実報道よりも解釈報道を重んじる傾向，総じて政治の否定

的側面に焦点を当てた報道の隆盛を導いた。ネットワーク・ニユ｝スの時間

枠が 15 分から 30 分に拡大されたことによって，対立・紛争に焦点を当てド

ラマティックな提示を志向するテレピ報道の性格から，ニュース報道が記者

の解釈が中心となったことは前述したが， Patterson によると，それが知実に

表れているのがテレビの選挙報道という。 1968 年選挙では，ネットワーク・

ニュースの候補者の映像を伴うニュース報道は候補者の生の声がそのニュー

ス項目時間の 84% を占めており，平均して 42 秒間，遮られることなく候補

者の芦が流れた。それが 1988 年までに， 10 秒以下となり，代わりにテレビ

記者の解釈がその 6倍に増え，「声なき候補者」がテレビ報道の常態となっ

たという。問新聞に目を転じると，例えば，ニューヨーク タイムズの一面

に掲載された大統領選挙に関する解説記事の量を 1960 年と 1992 年とを比較

すると， 8 % から 80% へと 10 倍にふえている。同紙の一面掲載選挙記事中

解説記事が全体の半分以上を占めるようになったのは 1976 年選挙からであ

る。側この解説報道の増大と政治の否定的側面に焦点をあてる報道姿勢とが

重なるとき，それは有権者の政治家および政治にたいする幻滅を高めざるを

えない。｛叫

(2）ニュース・フレーム

ニュース・フレームとは，一日で言えば，ニュースの提示の仕方あるいは

枠組みである。そして，プレーミングには，本質的に，選択と顕出性を伴

う。メディアの報ずるニュースがニュース対象の全てでないとすれば，

ニュースとは，送り手がそのいくつかの側面を選びだし，それを問題関心，

価値観，因果関係などに照らして際立たせるものとなるロ政治報道における
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フレームは，「現実」のある部分に注意を惹き付け，ほかの部分を隠すこと

によって，受け手の反応を誘導するという意味で，重要である。問

選挙報道のプレーミングは，政策・争点を中心としたフレームと，勝敗を

中心としたフレームに大別できる。後者は「ゲーム」あるいは「ホ｝スレー

ス（競馬）J フレームと呼ばれるもので，それは (I ）勝ち負けが中心的関

心事で（2）戦争ゲーム・競争の用語を多用し（3){1 長補者のスタイル，パフォー

マンスを強調し（4）選挙運動や候補者を評価する際に世論調査へ過剰に依存す

る，という特徴を持つ。｛閉そして，大統領選挙報道は，ゲーム・プレーミン

グ中心の傾向を強めている。 Patterson の調査によると，ネットワーク

ニュースのホースーレース報道は 1988 年から 1992 年の聞に， 27% から 35%

に増大，政策・争点フレーム報道は 40% から 33% へ低下している。残りは

候補者の戦略・戦術，候補者同士の攻撃や非難合戦に関するもので，それは

ゲーム・プレーミングに属すると考えられるから， 60% 以上がゲーム・フ

レームのニュースとなる。ニューヨーク・タイムズの場合， 1972 年選挙以降，

ゲーム フレームが劇的に多くなって， 1992 年では政策・争点フレームの

ニュースは 20% 以下になっている。附別の調査では， 1988 年選挙で主要時 点

紙と三大ネットワークおよびCNN, PBS を加えた五大テレビの報道を分析し

た結果，選挙報道の 60% がゲーム フレームであったという。問

では，この 7 レーミングがなぜシニシズムを活性化するのか。Patterson は，

有権者がどちらが勝つかの報道に日々接していると，競馬をみているのと同

じく，選挙への参加者ではなく観客として行動するようになり，またメディ

アカ吋度補者の対立やけなし合いの報道を前面に出せば出すほど，有権者の候

補者への不信感が増すとする。附そして， Cappella とJamieson は，これまで

のマス コミュニケーションの効果研究の成果をふまえて， I政治ニュース

におけるメディ 7 ・7 レーミングは，選挙・政策・統治に関してシニシズム

を，創出しないとしても，活性化する』と結論する。問
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(3）仮想参加

政治・選挙情報を伝えるメディアとして，アメリカではテレピと新聞とで

は，いくつかの違いがあるといわれる。テレピは候補者についてより多く伝

え，新聞は政党および争点についてより多く伝えているという。したがっ

て，テレピ依存の度合いが大きいほどその人の候補者の個人情報についての

知識が豊富になる，と予測しうる。また，新聞は自ら積極的に情報を求める

人々すなわちもともと相対的に政治的関心の高い人々によってより利用さ

れ，テレビは日ごろ政治情報を欠く傾向のある人々によって受動的により利

用されるということもわかっている。問

テレピの選挙情報が候補者中心であることについて，興味深いケース・ス

タデイがある。 1980 年大統領選挙での 9月3 日のカータ一民主党候補の7 イ

ラデJレフイア市内選挙運動を報じたUPI 通信（伝統的な印刷メディア報道の

典型として）の記事と CBS ニュースの報道との比較分析である。 UPI の記事

は，ニュース記事の伝統的な要素である who, what, when, where, how, why を

この順序に従って，カーターが述べたことを中心に批判を交えずに書かれて

いるが，それと対照的に， CBS ニュースは，順序を逆に why, how が先に来

る方法，つまり解釈と批判が中心で，カーターの述べたことは一回し地吋主用

しなかった。一番重要な相違点は， CBS ニュースが託児所やイタリア移民街

でローカル・メディアに写真を撮らせるといったカータ一個人の選挙スタイ

ル，シンボリズムに焦点をあてた報道をしたのに対 L, UPI はこうした候補

者個人の選挙スタイルに全く触れずに，労組や民主党内の動きと関連づけた

報道をしたことであった。このテレビが政治を個人中心に報ずる傾向の強さー

はこのケースに限らず，テレピの一般的性格であって，印刷メディアとテレ

ピでは選挙運動の同じ出来事を違った見方で報じていることになる。問

テレピの政治選挙情報が個人中心となる理由は，政党や政策は映像にな

りにくいこと，ニュースにドラマ性を与えるには大統領，候補者，閣僚と
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いった個人を欠かせないことなど、このメディア固有の制約が指摘できょ

うロでは，この個人あるいは人物中心のテレピ選挙報道は視るものにどのよ

うなインパクトを与えると考えられるだろうか。

Roderi h H副は，次のように論ずる。視聴者（有権者）は，まず，毎日，

候補者に会ヮている，あるいは，夕方のネットワークニュースにあわせて

スイッチをひねれば，会うチャンスがある。たとえ一回が 15 秒間であって

もである。従って，テレピ依存が高ければ高いほど，候補者とその対立が強

調されるテレピ報道によって選挙情報は過剰気床となり，すでに選挙に参加

している感覚に陥る。この「仮想参加」の結果，政治や選挙は頭の中で考え

るゲームの対象そして会話の話題とはなるが，実際に投票といった政治行動

に参加する意欲は失われてしまう。テレピは人々にとって政治を追うことを

容易にはする。だが，そこから生まれる反応は，政治のために行動を起こす

ことではなく，政治を視る，政治の観客という反応に止まる。帥｝

Hart は，『人がテレピを視る時何が起こるのか，誰も正確にわかっていな

い以上』これは仮説または推論であると断っているが，テレビの発展によっ

て「アメリカ人は政治に無関心」とはいえないことは明らかであり，それな

のに投票率が下がり続ける一つの説明になりうるとする。

以上のように，候補者個人を中心とした否定的内容を持ったゲーム・フ

レームの選挙報道という特徴を持つテレビの選挙情報依存は，政治的シニシ

ズムと政治的甚力感の増大に大いに関係すると考えられる。テレピ依存と政

治的無力感との関係は， Michael Robinson が1960 年イ'I: の大統領選挙の分析で

早くも指摘，依存度の高い人ほど有効感覚が低〈，テレピを唯一の情報源と

している人が一番低い。刷
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5. 「社会的つながり」とテレビ
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投票率の低下について包括的な検討を行ったTeixeira は，投票率を下げる

主要な要因として，（I）「社会的つながり social connectedness 」の減少（2）政治的

無力感の増大とそれに伴う全般的な政治からの離脱（政治への関心・参加の

の二つを指摘する。彼は， NES のデータをもとにした統計モデルに低下），

よって計量したところ，（I）は投票率低下要因の33.9%. (2 ）は55.7% を占めると

している。附

「社会的つながり」とは，対人相互関係，その属する共同体との相互関係

および社会との一般的な結びつきを指し，この結びつきは投票を初め政治・

選挙一般への関心を高める外的刺激・動機付けになると考えられる。従っ

て，結ぴつきが弱まれば，投票率が下がることになる。「社会的つながり」の

指標としては，婚姻，教会出席頻度，年齢，団体加入などがあげれるが，

Teixeira によると， 1960 年から 1988 年の聞に，独身者が21% から 45.2% に増

加，教会出席では全くいかないが12.4% から 21.1% に増え，定期的に必ず行

くが40.7% から 25.5% に減っている。問

ところで， Teixei 問は，なぜ，「干士会的つながりjがアメリカ人の間で減少

L，全般的な政治からの脱退がみらるのかについては，別の研究課題である

として触れていない。

この「社会的つながりJ減少の主犯はテレビであるとするのは， RobertD.

Putnam である。彼は，彼自身のイタリアの地方自治体の調査研究を初めと

する同様の共同体研究から，政府その他社会制度の質あるいは有効性はすぐ

れてその共同体の事柄に構成員がどれほど参加・関与（civic engagement ）す

るかにかかっていることがわかっており，この参加・関与を「社会資本 social

capita!J と呼ぶ。この社会資本を支える上で一番重要なのは信頼回st であり，

それが共有の目的実現のためにより効果的に行動することを可能にするとす

る。社会資本とは，従って，社会的つながり，そしてそれに伴う信頼にかか
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わるものであり，この二つは強い相関関係を示すという。そして，アメリカ

ではこの社会資本のストックが近年減少していると論ずる。削

その象徴が「一人でボウリング」現象であるという。ボウリングは，リー

グを組んでグループで行い，試合の合間にコカコーラを飲んだりピッツァを

食べながら子供のことやゴミ問題など共同体のことについて何気なく話し合

うところに，相互信頼がうまれてくる civic engagement であったはずである。

ところが，最近では一人で黙々とボウルを投げる人が増えたことをデータは

示しているという。附

そして，「社会的つながり」を測る物差しとして，任意団体への参加度に

注目する。 The National Opinion Research Center が 1972 年以来ほほ毎年行っ

ている General Social Survey とミシガン大撃の NES のデータ分析によると，

ボウリング・リーグのメンバーシップを初め， PTA ，労組，絵画クラブなど

通常の任意団体への参加が過去20年間におよそ25%から50%減少，また一

日の時間の使い方ではインフォーマルな「つきあい socializingJ に費やす時

聞が約 4分の lに減札クラプや団体に費やす時間は半分に減ったという。

この減少の説明として，彼は，忙しさと時間のプレッシャー，女性の労働

市場進出，結婚の減少と家族的結合の破綻，郊外化，経済構造の変化， 60年

代以来のヴェトナム戦争・公民権運動・対抗文化などの出来事，といった考

えられる要因を一つ一つ検討したが，どれも有効な説明とはならなかった。

そして，唯一の有効な説明は，テレビであるとする。アメリカ人の「社会的

つながりJ低下の分岐点は，テレピがアメリカ人の支配的な情報源・娯楽メ

ディアとなった時代すなわち 50年代後半から 60年代にかけてであること，

世代的にこの時期以後に成人となった人に civic engagement の低下がみられ

ること，平均的アメリカ人は自由時間の40%をテレピに費やしている事実，

を指摘するロそして，テレピ依存が高い人ほど投票を含め社会的参加が少な

いなど，テレピ視聴，投票率，信頼度，グループ参加の聞には高い相関があ
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る。特に，テレビは家庭の外の活動参加を疎外する唯一の余暇活動であり，

テレピは余暇時間を私化する，と結論する。附

社会資本の基本である人間同士の相互信頼の欠如は，政治不信と密接な関

係があるとの，ほかの調査結果もある。ワシントン・ポスト紙は， 1995 年 11

月末から 12 月初めにかけて，ハーヴァード大撃とカイザー・ 7 ァーミリー

財団の協力でアメリカ人の政治意識行動に関する全国調査を行ったが，そ

れによると，他人に対する信頼感が少ない人ほど，連邦政府および他の主要

社会機関（議会，裁判所，メディアなど）に対する不信感が高い。また，対

人不信感が高い人ほど，有権者登録を行わずまた投票しない傾向が強い。

「ほとんどの人を信頼出来るかどうかJ との質問に「出来るとj答えたのは

1964 年は 54% だったが，今回調査では 35% に下がっている。この対人関係

の信頼感喪失は，投票からPTAまであらゆるものへの市民参加の減少に寄与

しているとする。同紙はこの状況を『アメリカは疑い深い見知らぬ人々の国

になりつつある』と形容している。附

投票を初め政治参加には，人との交わりや会話・討論といった「社会的刺

激 social stimulationJ が必要といわれるが附テレピがその刺激を人から遠ざ

けていることになる。

6. おわりに

アメリカの代議制民主主義にとって大きな問題である大統領選挙の投票率

の持続的低下，それも 50% を割る現実と，テレピ・ジャーナリズムとがどう

関係しているかを検討してきた。

さまざまな調査研究は，この 35 年間に政治不信・政治的シニシズムおよ

び政治的無力感の増大，つまり政治からの全般的離脱がみられることを明ら

かにしている。その背後には，対人不信の増大，共同体における市民的関与

の減少という「社会資本J あるいは「社会的つながりjの減退がみられる。



「一一一＝

20 

そして，こうした現象がテレビ時代の始まりとともに正比例的に生じてい

る，という状況証拠がある。

Putnam が指摘したような，テレビ視聴の度合いが高いほど団体参加が低

いといった負の相関関係，新聞閲読時間が長いほど政治的関心も有効感覚も

高〈政治参加に積極的で，テレビ視聴では逆の関係にある，というメディア

利用と政治参加との関係については，疑いの余地がないことをデータ分析は

示している。附

しかし，テレピの効果古苦手夏雑であることは，マスコミ効果研究が認めると

ころである。単にテレビ視聴といっても，何を視ているかその内容は，当然，

人によって異なるし，そこから受ける影響は一様ではない。テレピ視聴その

ものを政治的無力感増大そして低投票率の主犯として断罪することはできな

いであろう。そこで，問題となるのは，政治とくに選挙情報源としてのテレ

ピ・ニュースの内容である。

「ゲーム・ 7レーミング」による否定的報道の執効性が政治の観客化を助

長，誘導し，また政治的有効感覚の低下を招いているとすれば，テレピ

ジャーナリズムは，投票率低下の唯一の要因ではなくても主要な要因の一つ

であるといえよう。それを否定する証拠はない。目下，アメリカのジャーナ

リズム界では，「シピック（パブリック）・ジャーナリズムjの提唱とそれに

関する論議が盛んであるが，地域社会の住民の問題関心を汲み上げて，政

策争点中心の選挙報道を展開しようとするこの動きは，これまでの選挙報

道に対する反省と批判に答えようとする試みである。間

アメリカの従来の棄権者像は，低所得層で教育水準が 12 年以下かハイス

クーJレのドロップアウトであった。事実，この層と棄権率および高テレピ依

存度との相関は高い。しかし，近年，棄権者がより豊かで教育水準がより高

いホワイトカラー層に増えてきているという。削

今後，テレビメディアはますます発達しよう。 1992 年選挙で，ロスベ
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ローがテレピのト｝ク・ショウ番組で立候補を表明し，クリントン候補が

MTV に出てサクソフォンを吹いたように，候補者がニュース以外の番組を

利用する機会，ジャーナリストが媒介しない有権者と直接会話する双方向テ

レビを活用する傾向がすでにみられる。「エレクトロニック・タウンホーJレ・

ミーテイング」の声も聞かれる。こうしたメディア利用は，アメリカ人の多

くを政治の場に引き戻す効果を持つのだろうか。

ところで，政治不信の高まりは，アメリカのみの現象ではない。日本を含

めた先進代議制民主国の共通の問題である。それと 7 ス田メディアとのかか

わりは，その国のマスメディア状況，選挙制度などによって異なるとして

も，テレピ・メディアの政治過程への参入は，共通の現象である。有権者の

大多数の平等な参加による選挙が，代議制民主政治の基底であるとすれば，

メディ了時代においては，その将来は政治におけるメディアの役割にかかっ

ているといえるかもしれない。
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Why is the Voter Turnout of American Presidential Elections So Low? 

-A Review from the Perspective of Mass Media andl Politics ・

(Summary} 

Ken Kondo 

Mass media, especially television, has profoundly 町田sおnned 出eAmeric 阻 elec

toral process One conspicuous phenomenon is a declme m voter turnout. The last 

Presidential election (1996) recorded a 48,8% turnout which was the second lowest 

m出e twentieth cen 同ry.Since the 1960 election, which showed a 62 8% turnout ，出e

highest rate m the century, numbers have been steadily dec 問 asing This phenom-

enon poses a question of legitimacy of representative government for democratic 

governance. Many voting studies have revealed psychologrcal, socio-economic, and 

mstitutional factors affecting votmg behavior, espec 凶 ly nonvoting. Recently, schol-

町s of political communication 町gue 曲目白e centrality of television in Americ 加 life

is one of the m 句or factors for declining turnout An average American household 

watches television for 7 and half hours dally. For Americans, television is them 吋or

information source of politics and public affarrs, especially election campaigns. In 

creasmg tendency of 'game-frammg' and negative-on 印刷陀portmg of politics and 

election campaign in television news program rs strongly co-related to deepenmg 

public cynicism toward politics and a feeling of political powerlessn 田S Also, televr-

sron takes off a free time for civic engagement and casual socrahzing which are 

essential to keepmg social connectedness and which, in tum, stimulate participation 

in the political process. Overexposure to television ’s camp 副gn repo 由ngmak 田 vot-

ers feel that they are already 'participating ’in an election, so they do not really feel 

like going to vote (virtual participation). With fast developing television media there 

is a talk of 'elec 住・onic town-hall' meetmg. Interactive television may erase the role of 

mediators like journahsts. Whether those developments a町ect further declme of voter 

participation or instead motivate voters is a question for the future of representative 

government. And declining voters is a question for the futu 陀 or representative gov-

emment And d田'1ining voting rate 阻 d increasing pohtical cynicism is a problem not 

only for the Umted States but also for industnal democratic countries includmg Ia 

pan In the 'media ’age, it may be correct to say that the future of representative 

government hinges on 血e role and functions of television in the political process. 


